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●
 はじめに
　
二〇一六年九月に開催されたリ
オデジャネイロ・パラリンピックにおいて、女子砲丸投げ競技で銀メダルを獲得したディー ・マリク選手のインタビュー記事によれば、同選手は「インドの女性障害者に対する偏見、タブーを破るためにここに来た」と述べたとされる（ 『朝日新聞』二〇一六年九月一五日） 。インドにおいては一九五〇年憲法において性別による差別は禁止されているものの、社会における実態として女性に対する差別は厳然として残っているとされる。このような状況のなかで、女性であることと障害があることとの複合的な問題について、法的な取り組みも複雑なもの なりうる。本稿では、インドにおける女性障害者の状況を示したうえで、女性障害者をめぐる法制度の動き
について概観する。最後に、女性障害者の権利とその法的保護が問題となった事例として、リプロダクティブ・ライツ（生殖に関わる自己決定権）が取り上げられた、高裁命令および最高裁判決について概要を紹介する。●
 インドにおける女性障害者
　
二〇一一年の国勢調査によれば、
インド全体における障害者数二六八一万人のうち、女性は一一八二万人で、障害者全体の約四四・一％を占める。 種別 みると、女性障害者全体のうち視覚障害者および聴覚障害者がそれぞれ二〇・二％、肢体不自由者が一七・五％、発話障害者が七・四％、知的障害者が五・四 、精神障害者が二・六 などとされている。労働人口の調査結果をみると 国勢調査において何らかの労働に従事
していると回答した者のうち女性の割合は二七・四％であり、前述の障害者全体に占める女性の割合に比べて低い数値を示している。教育面でも、女性障害者の非識字率は五五・四％で男性障害者の三七・六％に比べて高く、社会環境において劣位 置かれて たことが分かる。このように数値 表れている状況の他に、女性障害者のなかには施設内で劣悪な待遇を受けているケースがある とが指摘されている。その一つ 例としては、国際ＮＧＯのヒューマンライツウォッチの報告書『動物以下の待遇』 （参考文献①）がある。同報告書によれば、精神的・知的障害がある女性に対して 公的サービスが不足していること、家族が本人の同意なく施設 入所させるなどして、女性障害者を隠そうとするケースがみられ こと、こう
した施設のなかで暴力的な扱いを受ける場合さえもあるとされている。いわば精神的・知的障害がある女性が法的に無能力とされているということができ、このことが後に述べるリプロダクティブ ライツに関わ 事例 つながる。●
 女性障害者をめぐる法的動き
　
刑事法の分野における動きとし
て、強姦罪に関連する事項があ刑法第三七六条は強姦に対する刑罰を規定している 文であるが、通常の強姦罪につ ては一項で「七年以上または無期の懲役」と規定しているのに対し、同 二一号では「精神的または身体的障害がある者」に対しての強姦罪として、 「一〇年以上または無期の懲役」を科す ものと定め おり一般の強姦罪よりも重い刑罰 対象となっている。なお、同項では障害がある者に対する強姦のほか、公務員が職務を行う場所に いて強姦したとき、暴動の起きていとき、準強姦に該当するときなども同様の重い刑罰を科すことが定められており、いわば被害者である女性が抵抗する意思を表明しえない、あるいは表明するこ 困
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難である場合は通常の強姦罪よりも重罰が科せられているということができる。　
刑事訴訟法においても障害者が
強姦、セクシャル・ハラスメント、酸による傷害などの被害を被ったときの告発および記録作成に関連して、第一五四条に「告発した者が一時的にまたは永続的に精神的または身体的障害がある場合、その者にとって適当な住居などで、通訳者や特別支援教育者の同席の下、記録を作成する」という文言が追加されている。また、警察による証言の聴取に際して自宅以外での聴取を強制されない対象として、一五歳以 または六五歳以上の男女とともに、 「身体的障害ある者」が追加されている。インドでは近年、強姦事件に対して厳罰化の動きがあるなかで、前述の改正は必ずしも目を引く のとはいえないまでも女性障害者を対象とする として注目しう 。　
障害者に直接関連する法律とし
ては、一九九五年障害者（機会平等、権利保障および完全参加）法（以下、障害者法と略）のほか、一九九二年インドリハビリテーション協議会法や一九九 年自閉症、脳性まひ、知的障害および重複障
害がある者の福祉のための国家信託に関わる法などが挙げられる。二〇〇七年障害 権利条約批准にともない、国内 整備のため障害者法改正を進める動きがあるが、最終的な法改正または法制定にはいたっていないのが実情である。　
障害者法改正にあたり、二〇一
〇年に障害当事 団体が作成した改正法案では一〇カ条以上にわり女性障害者に関わる規定が設けられていたが、政府が二〇一二年に提示した法案では、女性障害者に特に言及した条項として以下の規定のみが盛 込まれていた。　
第五条一項
　
関連する政府機関
および地方政府は、障害がある女性および女子のすべての権利を、完全かつ平等に享受することができるように措置を取らなければならない。　
第五条二項
　
関連する政府機関
および地方政府は、障害がある女性および女子が、他者と平等に人権を享受できるようにすることを目的に、完全な発達、向上およびエンパワーメントしなければならない。　
この条文のほか、第一四条で家
庭内における虐待や暴力からの保護について規定し、第一七条でリ
プロダクティブ・ライツについて定める条文を設けるなどして、直接的に女性を対象と言及はしていないまでも、女性障害者に関係する条項が複数設けられていた。しかし、二〇一四年に議会に提出され、上院を通過した法案では、前述の女性障害者に関わる規定は設けられておらず 第三条「平等および非差別」規定の二 と て、「関連する政府機関は、障害がある女性および子どもの権利 保護するために必要な措置を講じ 障害者がその能力を適切な環境の下で活用しう 措置をとらなければならない」とする規定が含めらるにとどまった。こ ような条文の内容か みると、女性障害者の保護という色彩は薄まったとみることができ 。　
このように、法制度の整備にお
いては女性障害者の権利保護はいまだ十分に進められていると 言い難い状況にある。そのよ な状況のなか、女性障害者のリプロダクティブ・ライツ 関わり、議論となった訴訟が提起された。●
 女性障害者とリプロダクティブ・ライツ
　
リプロダクティブ・ライツとは
生殖に関わる自己決定権と定義することができるが、これに関連する議論においては子どもの出産に直結す いわば狭義のリプロダクティブ・ライツにとどまらず 家族計画に関 情報、子どもの数を決定する権利、女性 対して抑圧的な慣習からの自由、平等および非差別なども関連する重要な概念としてとらえられ としている。日本国憲法に関する議論のなかでは、第一三条に定める「幸福追求権」に含まれる自己決定権の一つとされる（参考文献②）が、インドではこれ そのまま該当する条項が存在しない。ただし、第二一条「生命への権利」は
　「何人も
法律の定める手続きによらなければ、その生命また 人身の自由を奪われない」とす 規定であるが、インド最高裁判所は、これを単なる適正手続き条項ではなく、基本権の中心ととらえて、憲法に明示的な規定のない様々 権利についてこの条文を根拠 してきた。これまで第二一条を根拠 してリプロダクティブ・ライツに関 る訴訟が提起されてきたが、その内容としては安全な分娩を行うための施設の不十分さや、家族計画事業の問題点を争うものがみられてき
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た。これに対し、女性障害者のリプロダクティブ・ライツにかかわる問題として注目を浴びたのが、いわゆるスチタ判決（
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この事件は、チャンディーガル
にある施設に入所していた精神遅滞のある女性が強姦の被害にあい、その結果妊娠したことに端を発する。ハリヤナ州政府は、こ 女性の障害により、将来育児を進めることが困難であるということを理由として、パンジャーブ・ハリヤナ高等裁判所に妊娠中絶の許可を求めたものである。　
パンジャーブ・ハリヤナ高裁は、
州政府の求めにもとづき審理したが、当初は法律の文言からだけでは判断が困難であるとし、州政府に対して当事者の精神状態や出産への判断の余地、さらにはもっも好ましい方法について検討するための専門家委員会を設置するよう命令した。専門家委員会は、当該女性は軽度の精神遅滞であって社会的機能や自立という点では監護が必要であり、これがなければ育児は困難であること、出産や育児のストレスが当該女性の身体
悪影響を及ぼす恐れがあること、自らの判断を行うにあたり、外部の意見などに容易に影響されやすいことなどを示したが、最終的にいかなる手段を選択することが当該女性およびその胎児 とってもっとも好ましいものであるかについては、身体的、心理的および社会的指標から総合的に判断すべきであると明言を避けるも となっていた。　
本件において問題の解決を困難
なものとしていたのは、当該女性本人が出産を希望していた いう点である。州政府側代理人 本人の自由意思には不十分な点があり、妊娠の継続に関する本人の同意は法的にも事実上 同意には当たらないと主張した。これに対し、当該女性 精神遅滞 って精神障害ではなく、妊娠中絶に際しては本人の同意が不可欠である、との反対意見もみ れた。そこで裁判所は「パレンス・パトリー（後見人としての国、 国親）の管轄権」の枠組みをもとに、当事者の意思が外部からの影響による のでないことを疑いなく示すことが きるかどうかを論点 、これを示すことができない ぎりにおいては、当事者の利益 理由として個
人の自己決定に代わり国が決定を行うことを視野に審理を行った。その結果、 同高裁は当該女性の 「親としての自立」という点 ついては経済的観点や社会的受容の観点からみて不十分であり、また、現在および未来における責任について理解した上での合意とはいえないとして、州政府に対して当該女性の中絶を進める旨の命令を発した。　
高裁の発した前述の命令に対し、
最高裁判所に対し 特別上告許可が求められ、最高裁はこれを認めたうえで、前述の命令の仮差止を命じた。そして 結論を出すためには高裁 当該女性 同意を得ることなく妊娠中絶を命じることが正しいのか否かという点と たとえ当該女性が精神的に決断をするだけの能力がないとしても、裁判所がパレンス・パトリーの管轄権を行使するにあたり適切な基準は何かという点について、検討しなければならない している。　
そのうえで最高裁は、一九七一
年医療的妊娠中絶法（以下、妊娠中絶法）においては、成年女性で精神病を罹患していない者については中絶に際して本人の同意が必要であること 前提とし、精神病
と精神遅滞とは明確に異なること、当該女性の示している子どもを持つことへの期待から考えて、その意思はその他の要因に比べても優先されるべきことなどを挙げ、妊娠中絶に際しては精神遅滞の女性であるとしても本人 同意が不可欠であることを示 た。なお、精神病と精神遅滞との区別については、障害者法や福祉信託法の規定においても明確に区別されていることを付言したうえで、精神遅滞の者に対しては妊娠中絶にあたり、個人の自治 尊重 なければならないと述べている。　
つづいて第二の点に関しては、
妊娠中絶法の条文の文理解釈を超えて、妊娠中絶が当事者 とっの「最大の利益」につながると判断するために、パレンス・パトリーの法理を適用したことは、誤りであったと述べている。そして精神遅滞 ある者の生殖に関わる決定について裁判所が判断するにあたり、依拠することができる基準としては「最大の利益」基準と「代理判断」基準であるとしている。ただし裁判所は、後者 基準について、代理判断に関してはあくまでも当事者が精神的に無能力であることが求められるの 対 、
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特集：インドにおける女性障害者をめぐる法的問題
本件では当該女性は「軽度の精神遅滞」とみなされていたことから、「最善の利益」基準のみを適用すべきであるとしている。そのうえで「最善の利益 いっても、当該女性にとっての最大の利益を優先して考えるべきであって、後見人や社会一般とい たものの利益を優先的に考慮す はないこと、当該女性が将来的に支援を必要とし、そのために費用が必要となるにしても、それ リプロダクティブ・ライツの否定の理由にはならないことなど 示し 。そして結論として、当該女性 妊娠ついては本人の合意 くして中絶を行っ は をあらためて述べている。　
以上のように、本件では高裁の
判断と最高裁の判断とがまったく異なる事態となった。高裁はそ命令において社会的環境にもとづき精神遅滞者が育児を行うことの困難さを挙げて妊娠中絶 求める理由としているのに対し、最高裁は妊娠中絶を行うことが当事者の最大の利益にはならない して、高裁の命令を差止めた。そ 違いは、当事者 意思をどれだけ尊重するかという点にある。精神遅滞があったとしても、リプロダクテ
ィブ・ライツを憲法第二一条に定める「生命への権利」を構成するものとしてとらえ、あくまでも妊娠の中絶に関しては、本人の同意が必要なものとしている である。　
なお、最高裁は本判決において
精神遅滞者に対する強制的断種や妊娠中絶の理由づけとされた優生思想について、完全に非民主的なものであり、憲法第一四条に定める法の前の平等に反するとも述べている。●
 おわりに
　
インドにおける女性障害者の現
状をみる限りにおいては、教育や労働などの場面にお て男性障害者と比べて厳しい状況におかれていることが示されている。こうしたなかで女性障害者 処遇を改善するためにも、現行法 執行を進めるのみ らず、法整備の充実化が求められて 。 くに、女性障害者の法的能力をより認めていくべきことは、前述のＮＧＯの報告書でもふれられているところである。それは、たとえば施設入所や財産の処分などに際し 後見人の決定が当事者の意思に優先することの問題などが指摘さ てきたものであるが、今回紹介したリプ
ロダクティブ・ライツに関わる問題もこれに関わる。そして、その一例として挙げられるのがスチタ判決である。最高裁の判決は、障害がある当事者の意思を尊重する方向で 断を行っている。こ は障害者の権利条約に適合的な法令の内容を先取りした内容の判決であるということ でき、障害者法制の改革に一定の視座を示しうるものということができる。すなわち、スチタ判決は女性障 者のリプロダクティブ・ライツに焦点を当てた判例ではあるが、これ 持つ意義は女性障害者 権利保護限らず、障害者法制整備の重要な論点に関わるものということができよう。　
ケーララ州にある国立発話およ
び聴覚研究所を、国立リハビリテーションおよび障害学大学に改組するという法案が社会正義およびエンパワーメ ト省の 者エンパワーメント局により二〇一六年に作成された。この法案に盛り込まれた第六条において、大学教職員としての着任や大学へ 入学おいて性別、カースト、信条などによる差別を設けてはならな と定めたうえで、但書として女性や指定カーストなど社会的弱者に対
する特別規定を設けることは妨げないとしている。同法案が可決され、大学が設置されたときに、女性に対する留保枠にもとづき女子大生や女性教員などが増えることになれば、インドにおける女性障害者の地位向上にもつ がりうものと考えられ 注目され 。（あさの
　
のりゆき／関西大学政
策創造学部教授）《参考文献》①
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 佐藤幸治『日本国憲法論』成文堂、二〇一一年。
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